
コロナ下の女性への影響について【追加・アップデート】

令和３年１月２５日

内閣府男女共同参画局

資料１
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１（総務省「労働力調査」より作成。季節調整値。）

就業者数・雇用者数の推移１．就業面等

（万人）（万人）（万人）

男性
（左目盛）

女性
（右目盛）

2019年 2020年

雇用者数

（総務省「労働力調査」より作成。季節調整値。）

2019年 2020年

▲74

▲32

（万人）

男性
（左目盛）

女性
（右目盛）

▲70

▲37

 就業者数は、男女とも2020年４月に大幅に減少。特に女性の減少幅が大きい。（男性：37万人減、女性：70万人減）

2020年11月は男女とも増加、女性は４カ月連続で増加。

 雇用者数は、男女とも2020年４月に大幅に減少。特に女性の減少幅が大きい。（男性：32万人減、女性：74万人減）

2020年７月から４カ月連続で男性はほぼ横ばい、女性は増加。

就業者数
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雇用者数の推移

２

 雇用者数は、男女とも2020年４月以降、対前年同月で減少。

 雇用形態別の内訳を見ると、非正規雇用労働者の減少幅が大きく、特に女性の非正規雇用労働者の減少幅が大きい。

（万人）

（総務省「労働力調査」より作成。原数値。） （総務省「労働力調査」より作成。原数値。）

正規雇用
労働者

雇用者数
（役員を除く）

非正規雇用
労働者

正規雇用
労働者

雇用者数
（役員を除く）

2019年 2020年

非正規雇用
労働者

１．就業面等

2019年 2020年

（万人）

雇用形態別雇用者数の前年同月差（女性）雇用形態別雇用者数の前年同月差（男性）
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 休業者数は、男女とも2020年４月に大幅に増加し、その後減少傾向にある。

休業者数の推移１．就業面等

（万人）

休業者数

2019年 2020年

（総務省「労働力調査」より作成。原数値。）

男性

女性

３
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非労働力人口・完全失業者数の推移

４

 非労働力人口は、男女とも2020年４月に大幅に増加。特に女性の増加幅が大きい。（男性：27万人増、女性：68万人増）

その後、男女とも減少傾向にある。

 完全失業者数は、男女とも2020年４月以降、増加傾向にあるが、2020年11月は男女とも減少。

男性
（左目盛）

女性
（右目盛）

（総務省「労働力調査」より作成。季節調整値。） （総務省「労働力調査」より作成。季節調整値。）

（万人） （万人）

2019年 2020年

＋68

＋27

（万人）

男性

2019年 2020年

女性

１．就業面等

非労働力人口 完全失業者数
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15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳
55～64歳 65歳以上 総数

年齢階級別就業者数の前年同月差（男性）

2019年 2020年

（万人）

年齢階級別の就業者数１．就業面等

年齢階級別就業者数の前年同月差（女性）
（万人）

 年齢階級別の就業者数は、2020年４月以降、男女ともに35～44歳、15～24歳の対前年同月で減少している。

2020年11月は、女性の25～34歳、45～54歳で対前年同月で増加に転じている。

（総務省「労働力調査」より作成。原数値。） （総務省「労働力調査」より作成。原数値。） ５

2019年 2020年
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定年又は雇用契約の満了 勤め先や事業の都合
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定年又は雇用契約の満了 勤め先や事業の都合
自発的な離職（自己都合） 学卒未就職
収入を得る必要が生じたから その他

求職理由別完全失業者数の推移

 完全失業者の求職理由を見ると、男女とも2020年３月以降、「勤め先や事業の都合」が対前年同月で増加。
 男性は2020年９月以降、「自発的な離職（自己都合）」も増加している。

６（総務省「労働力調査」より作成。原数値。） （総務省「労働力調査」より作成。原数値。）

（万人） （万人）

勤め先や事業の都合

2019年 2020年

勤め先や事業の都合

2019年 2020年

１．就業面等

求職理由別完全失業者数の前年同月差（男性） 求職理由別完全失業者数の前年同月差（女性）



産業別雇用者の男女別・雇用形態別の割合

７

 女性は男性に比べて非正規雇用労働者の割合が高い。

 特に「宿泊，飲食業」「生活，娯楽業」「卸売，小売業」「医療，福祉」は、女性の非正規雇用労働者の割合が高い。

 また、女性の非正規雇用労働者を人数別で見ると、「卸売，小売業」「医療，福祉」「宿泊，飲食業」が多い。

（総務省「労働力調査」より作成。原数値。棒グラフの数値は万人。）
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産業別雇用者の男女別・雇用形態別の割合（2019年）
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１．就業面等
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産業別就業者数の推移

 産業別就業者数の前年同月差を見ると、男女とも「飲食業」「製造業」の減少幅が大きい。

 女性は、「飲食業」「製造業」「生活，娯楽業」の就業者数の減少幅が大きい一方、
「医療業」「金融，保険業」「不動産，物品賃貸業」「福祉業」は増加。

８（総務省「労働力調査」より作成。原数値。）
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１．就業面等

産業別就業者数の前年同月差（2020年４月～11月の累計）
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産業別就業者数の推移

 産業別就業者数を、緊急事態宣言中（2020年４月～５月）とその後に分けて見ても、傾向は概ね変わらない。

 緊急事態宣言後は、男性は「情報通信業」「不動産，物品賃貸業」で増加、女性は「金融・保険業」「医療業」で増加。

９（総務省「労働力調査」より作成。原数値。）
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１．就業面等

産業別就業者数の前年同月差
（緊急事態宣言中（2020年４月～５月）の累計）

産業別就業者数の前年同月差
【緊急事態宣言後（2020年６月～11月）の累計）】
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追加就労希望就業者数の推移

 追加就労希望就業者数※は、男女とも2020年４～６月期に増加し、2020年７～９月期は減少。

１．就業面等

追加就労希望就業者数（男性） 追加就労希望就業者数（女性）
（万人） （万人）

（総務省「労働力調査（詳細集計）」より作成。原数値。）

※「追加就労希望就業者」とは、就業時間が週35時間未満の就業者のうち、就業時間の追加を希望しており、追加できる者のこと。
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追加就労希望就業者数の推移

 追加就労希望就業者数※の前年同期差も、男女とも2020年４～６月期に増加し、2020年７～９月期は減少。

（総務省「労働力調査（詳細集計） 」より作成。原数値。）

１．就業面等

追加就労希望就業者数の前年同期差（男性） 追加就労希望就業者数の前年同期差（女性）
（万人） （万人）

11

※「追加就労希望就業者」とは、就業時間が週35時間未満の就業者のうち、就業時間の追加を希望しており、追加できる者のこと。
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非正規の職員・従業員についた主な理由

 非正規の職員・従業員についた主な理由※の前年同期差は、女性は2020年４～６月期に、
「家計の補助・学費等を得たいから」が増加する一方、「家事・育児・介護等と両立しやすいから」は減少している。

１．就業面等

非正規の職員・従業員についた主な理由の
前年同期差の推移（男性）

12

（万人）

非正規の職員・従業員についた主な理由の
前年同期差の推移（女性）

（万人）

家計の補助・学費等を
得たいから

家事・育児・介護等と
両立しやすいから

（総務省「労働力調査（詳細集計） 」より作成。原数値。※「非正規の職員・従業員についた主な理由」は、2020年（令和２年）７～９月期平均のうち、「その他」を除く実数の上位４つを選定。）
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就業非希望者数の推移

 就業非希望者数は、男女とも2020年４～６月期以降、増加。

１．就業面等

就業非希望者数の前年同期差（男性） 就業非希望者数の前年同期差（女性）

（総務省「労働力調査（詳細集計） 」より作成。原数値。「就業非希望者」とは、非労働力人口のうち、就業希望者と就業内定者を除いた者のこと。） 13

（万人） （万人）
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495

500

505

510

515

520

525

530

535

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

（実質GDPの水準、
兆円）

今後の経済見通し

主な機関の実質GDPの見通し

2020 2021 2022

政府 内閣府
（政府経済見通し）

▲5.2%
（94.8）

＋4.0%
（98.6）

－

日本銀行
（経済・物価情勢の展望）

▲5.6%
（94.4）

＋3.9%
（98.1）

＋1.8%
（99.8）

民間エコノミストの平均
（ESPフォーキャスト調査）

▲5.46%
（94.5）

＋3.31%
（97.7）

＋1.71%
（99.3）

国際機関

OECD
▲5.3%
（94.7）

＋2.3%
（96.9）

＋1.5%
（98.3）

IMF
▲5.3%
（94.7）

＋2.3%
（96.9）

－

実質GDP成長率の見通し
（カッコ内の数値は2019年度の実績を100とした場合の指数）

実質GDP
（実績）

OECD

IMF

日銀

政府

※内閣府「国民経済計算」、内閣府「令和３年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（令和３年１月18日閣議決定）」
日本銀行「経済・物価情勢の展望（2021年1月）」、公益社団法人日本経済研究センター「ESPフォーキャスト調査（2021年1月）」
ＯＥＣＤ「Economic Outlook 108」（2020年12月）、ＩＭＦ「World Economic Outlook（2020年10月）」より作成。

民間ｴｺﾉﾐｽﾄ
の平均

（年度）

（暦年）

（暦年）
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配偶者暴力
相談支援センター

ＤＶ相談件数の推移

(年月)

（出典）内閣府男女共同参画局調べ ※全国の配偶者暴力相談支援センターからの相談件数は、2020年12月28日時点の暫定値。

 ＤＶ相談件数の推移を見ると、2020年４月から11月の相談件数は、13万2,355件で、前年同期の約１．５倍。
 既に昨年度（2019年度）全体の相談件数（11万9,276件）を大きく上回っている。

２．ＤＶや性暴力等

10,449 

13,429 
11,140 

13,246 
10,879 

13,534 
12,174 12,312 

11,113 11,407 11,357 11,561 11,635 12,426 
10,939 10,942 

1,741 
4,329 4,473 

4,441 
4,597 4,225 

5,062 

4,630 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000
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16,000

18,000

20,000

2019 2020 2019 2020 2019 2020 2019 2020 2019 2020 2019 2020 2019 2020 2019 2020

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月

15,170

17,488

15,572

(件数)

ＤＶ相談プラス
（2020.4～）

17,575 18,007

16,753
16,004 15,786
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2,889 

3,235 3,281 
3,437 

3,561 3,561 

3,034 3,096 

4,051 
4,252 

4,456 
4,161 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

19,964 

23,050 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

元年度 令和2年度

件件

15.5％増令和元年

令和２年

（内閣府男女共同参画局調べ） ※相談件数は、電話・面接・メール・SNSによる相談の合計。

性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センターの全国の相談件数の推移２．ＤＶや性暴力等

16

 相談件数は前年を上回って推移。令和２年４～９月の累計相談件数は前年同期の約１．２倍。

４～９月累計 ４～９月累計
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自殺者数の推移

17

 女性の自殺者数は、2020年12月は592人で、対前年同月133人増加。対前年同月では７カ月連続の増加。

（警察庁ＨＰ「自殺者数」より作成。原数値。2019年分までは確定値。2020年分は2021年1月22日時点の速報値。）

３．自殺者数の推移

自殺者数 自殺者数の前年同月差
（人） （人）

2019年 2020年

男性

女性

男性
女性

1062 1091 1061
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年齢階級別の自殺者数の推移

（人） （人）

2019年 2020年

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11

 年齢階級別の前年同月差を見ると、女性は2020年７月以降、概ね全年代で増加。

2020年10月は、40代・50代をはじめとして全年代で大幅に増加。

2019年 2020年

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ 10 11

（厚生労働省ＨＰ「自殺の統計」より作成。2019年分は「各年の状況」の確定値。2020年分は2020年12月22日時点の「地域における自殺の基礎資料」の暫定値。）

年齢階級別の自殺者数の前年同月差（男性） 年齢階級別の自殺者数の前年同月差（女性）

３．自殺者数の推移
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職業別の自殺者数の推移

（人）

 職業別で見ると、2020年10月は、女性は対前年同月で「無職者」が194人増加、「不詳」が95人増加、

「被雇用者・勤め人」が89人増加。

2019年 2020年

（人）
※（）内の数値は前年同月差※（）内の数値は前年同月差

（＋130）

2019年 2020年

３．自殺者数の推移

職業別の自殺者数の推移（男性） 職業別の自殺者数の推移（女性）

（▲1）

（＋3）

（厚生労働省ＨＰ「自殺の統計」より作成。2019年分は「各年の状況」の確定値。2020年分は2020年12月22日時点の「地域における自殺の基礎資料」の暫定値。）

（▲35）
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（▲41）
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（厚生労働省ＨＰ「自殺の統計」より作成。2019年分は「各年の状況」の確定値。2020年分は2020年12月22日時点の「地域における自殺の基礎資料」の暫定値。）

主婦

年金・
雇用

保険等
生活者

「無職者」の自殺者数の推移

 「無職者」（内訳）で見ると、2020年10月は、女性は対前年同月で「年金・雇用保険等生活者」が70人増加、

「主婦」が59人増加、「その他の無職者」が61人増加。

2019年 2020年

※（）内の数値は前年同月差※（）内の数値は前年同月差

（＋61）

（＋70）

（＋59）

（▲6）

（＋4）

（人）

2019年 2020年

３．自殺者数の推移

20

「無職者」の自殺者数の推移（男性） 「無職者」の自殺者数の推移（女性）
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（厚生労働省ＨＰ「自殺の統計」より作成。2019年分は「各年の状況」の確定値。2020年分は2020年12月22日時点の「地域における自殺の基礎資料」の暫定値。）

「学生・生徒等」の自殺者数の推移

 「学生・生徒等」（内訳）で見ると、女性は、2020年8月に「高校生」が22人、対前年同月で18人の増加。

女性の「高校生」は、2020年11月に16人、対前年同月で12人の増加。

2019年 2020年 2019年

※（）内の数値は前年同月差（人）
（人） ※（）内の数値は前年同月差
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（▲0）

（＋1）

「学生・生徒等」の自殺者数の推移（男性） 「学生・生徒等」の自殺者数の推移（女性）
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（厚生労働省ＨＰ「令和２年度の妊娠届出数の状況について」より作成。）

妊娠届出数の推移４．生活面

22

月別妊娠届出数の推移

 妊娠届出数は、2020年10月に対前年同月で６．６％減少、2020年１～10月累計は対前年同期で５．１％の減少。
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 名称 第２回 新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の
変化に関する調査

 公表 令和２年12月24日 内閣府政策統括官（経済社会システム担当）

 対象者 全国の15 歳以上のインターネットパネル登録モニター

 調査方法 インターネット調査

 回収数 10,128件

 調査期間 令和２年12月11日～12月17日

 回収数の内訳（主な属性別） 【就業者】6,653人、【子育て世帯】1,938人、【学生】915人

内閣府『第２回 生活意識・行動の変化に関する調査』

次㌻より上記調査の
内容を引用・抜粋

（コメント欄の一部は男女共同参画局作成）

４．生活面

第2回 新型コロナウイルス感染症の影響下における
生活意識・行動の変化に関する調査

令和２年12月24日

内閣府
政策統括官（経済社会システム担当）

（項目一覧）

１．働き方 ５．年末年始

２．子育て ６．その他

３．地方 ７．継続サンプル（パネル分析）

４．学び

23



テレワーク実施状況
→2020年５月時点と比べるとテレワーク実施割合はやや低下

＜働き方＞
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10.3%

27.7%
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東京都23区

全国

地方圏

就業者への質問

2020年12月（現在）
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テレワーク実施状況
→産業別でテレワーク実施率は異なる

＜働き方＞ 就業者への質問
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本人年収別 2020年12月（現在）のテレワーク実施状況

＜働き方＞

12.7%

20.6%

27.9%

41.2%

51.0%

21.5%

87.3%

79.4%

72.1%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

300万円未満

300万円以上500万円未満

500万円以上700万円未満

700万円以上1000万円未満

1000万円以上
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テレワークを実施している テレワークを実施していない
＜本人年収別＞

就業者への質問
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テレワークのための職場の改善の内容
→社内の打合せの仕方、ペーパーレス化等の業務改善が一定程度

進んでいる（2020年12月現在のテレワーク実施者：２１．５％）

＜働き方＞ テレワーク経験者への質問
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書類のやりとりを電子化、ペーパーレス化

社内システムへのアクセス改善

顧客や取引先との打合せや交渉の仕方の改善

社内外の押印文化の見直し

仕事の進捗状況の確認や共有の仕方の改善

現金を重視した手続き、習慣

その他
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テレワークできない又は合わない職種である
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現金を重視した手続き、習慣の見直し

仕事の進捗状況の確認や共有の仕方の改善

社内外の押印文化の見直し

顧客や取引先との打合せや交渉の仕方の改善

社内システムへのアクセス改善

書類のやりとりを電子化、ペーパーレス化

社内の打合せや意思決定の仕方の改善

第２回調査：職場で取り組まれた業務改善 【参考】第１回調査：利用拡大が進むために必要なこと
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＜働き方＞テレワークのメリット（テレワーク経験者）

29
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13.5%

35.5%

40.8%

44.6%

58.3%

82.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

わからない

特にない

その他

新しいアイデアを生み出しやすくなる

作業に集中できる

職場の人間関係のストレスが軽減される

息抜きや気分転換がしやすい

休憩時間・隙間時間を有効活用できる

通勤が不要になる
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＜働き方＞テレワークのデメリット（不便な点）（テレワーク経験者）

30

34.5%
38.4%

34.0%
31.6%

27.1%
28.2%

26.7%
22.9%

24.7%
23.5%

17.8%
12.2%

17.6%
15.8%
15.7%

15.1%
13.3%
14.1%

13.3%
11.8%

1.8%
3.0%

5.9%
36.1%

40.0%
9.0%

5.4%

5.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

社内での気軽な相談・報告が困難（第１回）
（第２回）

取引先等とのやりとりが困難（第１回）
（第２回）

画面を通じた情報のみによるコミュニケーション不足やストレス（第１回）
（第２回）

機微な情報を扱い難いなどのセキュリティ面の不安（第１回）
（第２回）

テレビ通話の質の限界（第１回）
（第２回）

在宅では仕事に集中することが難しい住環境（第１回）
（第２回）

通信費の自己負担が発生（第１回）
（第２回）

仕事と生活の境界が曖昧になることによる働き過ぎ（第１回）
（第２回）

大勢で一堂に会することができない（第１回）
（第２回）

同居する家族への配慮が必要（第１回）
（第２回）

その他（第１回）
（第２回）

特にない（第１回）
（第２回）

テレワークできない又は合わない職種である（第１回）
（第２回）

わからない（第１回）
（第２回）

全体

うち１位
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テレワーク実施頻度の減少又は中止の理由
→テレワーク実施頻度（2020年５月→2020年12月）の減少は２５．４％、中止は２９．３％。

理由は、職場の方針の変化：４４．８％、職場の雰囲気の変化：１４．６％、自分自身の希望の変化：１３％

＜働き方＞ テレワーク経験者（５月テレワーク実施者）への質問

44.8%

34.7%

47.1%

43.9%

46.5%

14.6%

11.6%

14.7%

11.4%

16.7%

13.0%

12.6%

10.9%

17.1%

12.6%

11.4%

17.9%

13.0%

10.6%

9.4%

16.2%

23.2%

14.3%

17.1%

14.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

2～29人

30～299人

300～999人

1,000人以上

企業規模別

3.7% 41.6% 25.4% 29.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

＜テレワーク実施頻度の減少又は中止の理由＞

＜テレワーク実施者の実施頻度の変化（2020年５月→2020年１２月）＞

テレワーク実施頻度が減少又は中止した人へ質問

増加 概ね変化なし 減少 中止

職場のテレワーク
実施方針が変化した

職場の雰囲気が変化した
（職場の方針は変化していない）

自分自身の希望の変化
（職場の方針は変化していない）

その他 わからない
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36.7%

88.0%

65.8%

17.8%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

就業者全体

現在のテレワーク実施者

テレワーク中止者

（５月は実施）

テレワーク不実施者

（５月・１２月時点）

今後のテレワーク実施希望
→就業者全体の３６．７％がテレワーク実施を希望。
・テレワーク実施中の就業者の８８．０％がテレワークの継続を希望
・テレワークをやめた就業者の６５．８％がテレワークの再開を希望
・テレワーク不実施者の１７．８％がテレワークの実施を希望

＜働き方＞

完全に
テレワークを希望

テレワーク中心で
定期的に出勤を希望

出勤中心で定期的に
テレワークを希望

不定期に
テレワーク利用を希望

就業者への質問

（2020年５月・12月時点）

（2020年５月は実施）
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100 103.6 101.4
100

111.7
109.9

100

104.7

99.5

95

100

105

110

115

昨年12月 5月 現在（12月）
男性全体 テレワーク継続 テレワーク中止

2019年12月 2020年5月 2020年12月（現在）

男性の家事・育児時間の変化の推移（平均値）
→テレワークを継続している男性は家事・育児時間が増加

＜子育て＞ 子育て世帯への質問
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役割分担が元に戻った理由（役割分担が現在は概ね元に戻っている人への質問）

16.3% 9.4% 65.1%
0.4%

8.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

感染症拡大を契機に役割分担が変化し、

現在もその変化が概ね継続している

感染症拡大を契機に役割分担が変化したが、

現在は概ね元に戻っている

感染症拡大を契機とした役割分担の変化は無い その他 わからない

28.6%

25.3% 24.7% 24.2%

20.9%

11.0%

6.6%

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

自分の職場の変化 配偶者の

職場の変化

子供の環境の変化

（学校再開等）

自分の意識・

気持ちの変化

自然な成り行き 配偶者の意識・

気持ちの変化

わからない

※2019年12月（感染症拡大前）と比較

感染拡大を契機に、夫婦の家事・育児の役割分担が変化:25.7％
→現在も継続：16.3％、概ね元に戻っている：9.4％

＜子育て＞ 子育て世帯への質問
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5.1%

16.7%

15.4%

12.0%

25.0%

26.8%

63.2%

45.2%

46.6%

10.3%

4.8%

7.0%

1.7%

4.8%

3.0%

7.7%

3.6%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

妻の役割が増加

夫・妻ともに役割が増加

夫の役割が増加

夫妻の関係が良くなった 夫妻の関係がやや良くなった 夫妻の関係は概ね変化無い

夫妻の関係がやや悪くなった 夫妻の関係が悪くなった わからない

役割分担の変化内容

夫婦関係の変化

「夫」「夫と妻」の家事・育児の役割が増加した世帯の約４２％が
「夫婦の関係が良くなった」

＜子育て＞ 子育て世帯への質問
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男性全体女性全体

5.91

5.67

5.20
5.54

5.79

5.69

5.95

5.10
5.27

5.56

生活全体

健康状態

子育てのしや

すさ

社会とのつな

がり

生活の楽し

さ・

面白さ

２月調査
12月調査 5.74

5.50

5.195.31

5.57

5.63

5…

5.18
5.30

5.64

生活全体

健康状態

子育てのしや

すさ

社会とのつな

がり

生活の楽し

さ・

面白さ

２月調査
12月調査

5.91

5.90

5.06

5.79

5.94

5.45

5.98
4.45

4.96

5.32

生活全体

健康状態

子育てのしやすさ社会とのつながり

生活の楽しさ・

面白さ

２月調査
12月調査 5.65

5.77

5.05
5.54

5.58

5.44

6.05

4.79
5.35

5.60

生活全体

健康状態

子育てのしやすさ社会とのつながり

生活の楽しさ・

面白さ

２月調査
12月調査20代女性 20代男性

感染症影響下の満足度の変化

※満足度は、「十分に満足している」を10点、「全く満足していない」を0点として、回答者に調査時点の満足度を質問した平均値。
2020年２月調査は、内閣府「満足度・生活の質に関する調査（回収数：約5,000人）」における同一の設問。

〇感染症の影響下において女性の満足度が低下。特に20代女性の満足度が大幅に低下。

2020年２月調査
2020年12月調査

2020年２月調査
2020年12月調査

2020年２月調査
2020年12月調査

2020年２月調査
2020年12月調査
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■････最も不安が増している人が多い区分 ■････２番目に不安が増している人が多い区分 ■････３番目に不安が増している人が多い区分

健康
生活の
維持、
収入

仕事
人間関係、
社会との

交流

親などの
生活の
維持、
支援

子どもの
育児、
教育

地球環境
地球規模
の課題

結婚、
家庭

将来
全般

不安はあ
るが感染
症の影響
はなし

不安は
ない

わから
ない

若者
(20～39歳)

女性 30.2% 33.4% 26.4% 20.0% 12.7% 18.9% 5.6% 15.5% 31.3% 13.3% 3.8% 8.2%

男性 20.3% 28.3% 26.4% 12.9% 9.2% 10.5% 5.3% 13.1% 20.9% 15.9% 9.0% 11.4%

壮年
（40～59歳）

女性 38.4% 32.7% 22.4% 14.7% 19.3% 13.5% 10.4% 4.3% 35.0% 17.4% 4.5% 6.2%

男性 28.0% 33.3% 27.1% 11.2% 14.4% 10.9% 6.3% 5.6% 23.8% 20.5% 7.6% 8.0%

シニア
(60歳以上)

女性 46.6% 16.6% 6.1% 16.7% 10.5% 1.5% 20.5% 1.6% 39.9% 21.0% 4.4% 4.1%

男性 43.6% 19.9% 10.1% 15.8% 7.5% 1.7% 14.8% 1.4% 30.1% 22.1% 7.7% 5.1%

全年齢平均

女性 36.7% 28.5% 19.7% 17.5% 14.2% 12.3% 10.9% 8.0% 35.1% 16.6% 4.3% 6.5%

男性 28.7% 27.5% 22.3% 13.2% 10.5% 8.2% 8.1% 7.4% 24.5% 19.0% 8.1% 8.8%

昨年12月（感染症拡大前）に比べて不安が増していること（男女別）

〇全体的に、男性より女性の不安が増している傾向。
〇若年女性は他の年代よりも、収入・人間関係・育児・結婚等に関する不安が増している傾向。
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健康
生活の
維持、
収入

仕事
人間関係
社会との
交流

親などの
生活の
維持、
支援

子どもの
育児、
教育

地球環境
地球規模
の課題

結婚、
家庭

将来
全般

不安はあ
るが感染
症の影響
はなし

不安は
ない

わから
ない

若者
（20～39歳）

非正規
雇用

27.7% 38.5% 30.0% 16.6% 13.8% 15.1% 4.3% 15.7% 27.4% 16.2% 4.3% 12.6%

正規
雇用

25.0% 30.1% 26.6% 14.4% 10.3% 13.5% 4.7% 16.6% 20.7% 15.3% 6.8% 9.2%

壮年
（40～59歳）

非正規
雇用

36.2% 37.1% 29.0% 14.6% 19.1% 13.2% 8.5% 5.2% 32.4% 16.8% 5.1% 5.6%

正規
雇用

28.8% 30.5% 25.2% 11.4% 14.4% 12.2% 7.5% 4.9% 23.9% 21.1% 6.7% 7.2%

シニア
（60歳以上）

非正規
雇用

42.2% 24.7% 16.1% 15.0% 10.1% 1.6% 14.7% 2.3% 32.0% 22.1% 6.7% 3.5%

正規
雇用

38.6% 18.8% 15.4% 14.3% 9.2% 2.2% 11.4% 1.8% 30.5% 25.4% 5.9% 6.3%

全年齢平均 全体 32.7% 28.0% 21.0% 15.3% 12.4% 10.2% 9.5% 7.7% 29.8% 17.8% 6.2% 7.7%

■････最も不安が増している人が多い区分 ■････２番目に不安が増している人が多い区分 ■････３番目に不安が増している人が多い区分

昨年12月（感染症拡大前）に比べて不安が増していること(正規/非正規)

〇全体的に、正規より非正規の不安が増している傾向。
〇非正規の若者は他の年代よりも、収入・仕事・人間関係・育児等の不安が増している傾向。
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調査方法・調査対象等

〇調査方法：インターネット調査
（国内居住のインターネットパネル登録モニター）

○回収数 ：10,128（うち継続サンプル5,212）
〇調査期間：12月11日（金）～12月17日（木）
〇回収数の割当（サンプル数の設計）

・性別・年齢階級別（10歳毎）で同数を均等に割当（12区分×844人＝10128）
※年齢は「15～24歳」から「65～89歳」までの6区分×性別2区分＝12区分

・地域別７区分で人口比例で割当
〇地域別回収数

〇回収数の内訳（主な属性別）
【就業者】6,653人 【子育て世帯 】1,938人 ※子供が18歳未満 【学 生】951人

〇就業者・子育て世帯・学生の内訳
＜就業者の内訳＞

正規雇用 4,058
非正規雇用 1,741
会社などの役員 182
自営業（手伝いを含む） 513
内職・在宅ワーク 76
休業中 83
合計 6,653

＜学生の内訳＞
高校生 161
大学生、大学院生 700
その他（専門学生等） 90
合計 951

＜子育て世帯の内訳＞
１０～２０歳代 200
３０歳代 779
４０歳代 705
５０歳代 233
６０歳代以上 21
合計 1,938

北海道
・東北 東京 首都圏

（東京以外） 中部 近畿 中国・四国 九州・沖縄 合計

全体 1,152 1,104 2,400 1,776 1,632 912 1,152 10,128 
うち継続 596 585 1,220 909 841 467 594 5,212

※三大都市圏とは、東京圏、名古屋圏、大阪圏の１都２府８県。地方圏は、三大都市圏以外の北海道と35県。東京都23区は、東京圏の内数。
（東京圏：東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県 ・名古屋圏：愛知県、三重県、岐阜県 ・大阪圏：大阪府、京都府、兵庫県、奈良県）

（参考）第１回調査について
・調査方法：インターネット調査（第2回と同様）
・回収数 ：10,128
・調査期間：5月25日（月）～6月5日（金）
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 名称 新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の
変化に関する調査

 公表 令和２年６月21日 内閣府政策統括官（経済社会システム担当）

 対象者 全国の15 歳以上のインターネットパネル登録モニター

 調査方法 インターネット調査

 回収数 10,128件

 調査期間 令和２年５月25日～６月５日
（５⽉25⽇〜29⽇に半数を回収し、６⽉１⽇～５⽇に残りの半数を回収）

内閣府『「満足度・生活の質に関する調査」に関する第４次報告書』

次㌻より上記調査・報告書の
内容を引用・抜粋

上記調査の内容も踏まえ、令和２年９月11日に『「満足度・生活の質に関する調査」に関する第４次報告書」を

内閣府政策統括官（経済社会システム担当）が公表

４．生活面
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 男女別の感染拡大前後の総合主観満足度の変化は、以下のとおり。

 満足度（生活全体）平均の変化を男女別に比較すると、女性は平均満足度が１．７０低下しており、

男性の１．２６ よりも低下幅が０．４４大きくなっている。

感染症拡大前後の「総合主観満足度」の変化（男女別）
内閣府『「満足度・生活の質に関する調査」に関する第４次報告書』より

4.41

4.55

1.70

1.26

0 1 2 3 4 5 6 7

女性

男性

男女別・感染拡大前後の「総合主観満足度」の変化

5.81

6.11

感染拡大前感染影響下

４．生活面
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 女性の非正規雇用労働者は、正規雇用労働者や男性の非正規雇用労働者と比べて仕事満足度の低下幅が大きく、

低下幅は１．３７となっている。

-0.75

-1.06

-0.75

-1.37
-1.6

-1.2

-0.8

-0.4

0
正規雇用労働者 非正規雇用労働者

男女別・雇用形態別「仕事満足度※」の低下幅

※ 「感染症拡大前」と「感染症影響下」の仕事の満足度を数値化したもの。

「仕事満足度」の変化（男女別・雇用形態別）

男性 女性

内閣府『「満足度・生活の質に関する調査」に関する第４次報告書』より

４．生活面
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 「保育関係」「教育関係」という子供と直接接することが多い産業が、最も仕事満足度の低下幅が大きくなっている。

 次に「サービス業」「医療，福祉」「小売業」といったテレワークがしにくい対面サービスを提供する産業が続いている。

産業分類別「仕事満足度※」の低下幅

「仕事満足度」の変化（産業分類別）

※ 「感染症拡大前」と「感染症影響下」の仕事の満足度を数値化したもの。

-0.98

-1.44 -1.38
-1.24 -1.18

-1.1

-0.9
-0.78 -0.77 -0.71 -0.67 -0.66 -0.65

-0.43

-1.6

-1.4

-1.2

-1

-0.8

-0.6

-0.4
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0

全
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業
者
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均

保
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係
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 仕事満足度の低下幅の大きな５つの産業について見ると、最も満足度の低下幅の大きかった「保育関係」については、

正規雇用労働者・非正規雇用労働者の低下幅が概ね同程度である。

 一方、正規雇用労働者・非正規雇用労働者の間の満足度の低下幅の差が大きいのが、「サービス業」（差が０．７０）、

「医療，福祉」（差が０．５７）、「小売業」(差が０．５４)の３つである。

-0.75

-1.38

-1.04
-0.87

-1.02

-0.78

-1.28
-1.48 -1.43

-1.57 -1.59

-1.32
-1.6

-1.2

-0.8

-0.4

0
全産業計 保育関係 教育関係 サービス業 医療,福祉 小売

産業分類別・雇用形態別「仕事満足度※」の低下幅

正規雇用労働者 非正規雇用労働者

「仕事満足度」の低下幅（産業分類別・雇用形態別）

43※ 「感染症拡大前」と「感染症影響下」の仕事の満足度を数値化したもの。

内閣府『「満足度・生活の質に関する調査」に関する第４次報告書』より

４．生活面



 テレワークを実施した就業者の満足度の低下幅は１．０６となっており、通常どおり勤務した就業者の１．４５よりも、

低下幅が小さい。

 特に、テレワークを100%で実施する就業者の満足度の低下幅は０．７６となり、通常どおり勤務の場合の約半分である。

 また、未就学児の子供を持つ就業者が、テレワークを100%で実施する場合、満足度の低下幅は０．３４となり、

通常どおり勤務と比べかなり小さくなる。

「満足度（生活全体）※」平均値の低下幅

テレワーク実施の有無による「満足度（生活全体）」の変化

44※ 「感染症拡大前」と「感染症影響下」の満足度（生活全体）を数値化したもの。
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 テレワーク等の働き方の変化や外出自粛等の感染症の影響により、子育て世帯の７０．３％が家族と過ごす時間が増加した。

 現在の家族と過ごす時間を今後も保ちたい、という回答が８１．９％あった。

【子育て世帯】家族と過ごす時間の変化

45

内閣府「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」、『「満足度・生活の質に関する調査」に関する第４次報告書』より

＜質問①＞ 今回の感染症の影響下において、家族と過ごす時間はどのように変化しましたか。

＜質問②＞ 現在の家族と過ごす時間を今後も保ちたいと思いますか。（感染症影響下での家族と過ごし時間が増加したという回答者に質問）
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概ね変化ない
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やや減少

（6％～20％減少）
減少

（21％～50％減少）

大幅に減少
（51％以上減少）

わからない

43.0％ 38.9％ 9.4％ 2.9％ 5.8％

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

保ちたい
どちらかというと

保ちたい
どちらかというと

保ちたくない 保ちたくない

わからない
81.9％
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 家族と過ごした時間の増加と、子育てのしやすさや生活全体の満足度の関係を見ると、男女で異なる結果が見られる。

 男性の場合は家族と過ごす時間が増加した方が「子育てのしやすさ満足度」「満足度（生活全体）」の低下幅が小さい一方、

女性の場合は家族と過ごす時間が増加した方が「子育てのしやすさ満足度」「満足度（生活全体）」の低下幅が大きい。
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0
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（満足度）（満足度）

【子育て世帯】家族と過ごす時間の変化と子育てのしやすさ満足度・満足度（生活全体）の変化

46※ 「感染症拡大前」と「感染症影響下」の子育てのしやすさ満足度、満足度（生活全体）を数値化したもの。
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 調査方法・調査対象等は以下のとおり。

（参考）新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査について

47

４．生活面

内閣府「新型コロナウイルス感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関する調査」より

〇調査方法：インターネット調査（国内居住のインターネットパネル登録モニター）
○回収数 ：10,128
〇調査期間：５月25日～6月５日（５月25日～29日に半数を回収し、６月1日～5日に残りの半数を回収）

3月14日：改正新型インフルエンザ等対策特別措置法施行、4月7日：緊急事態宣言発令、
5月14日：39県で緊急事態宣言を解除、5月25日：全ての都道府県で緊急事態宣言を解除

〇回収数の割当（サンプル数の設計）
・性別・年齢階級別（5歳毎）で同数を均等に割当（24区分×422人＝10128）※年齢は「15～19歳」から「70歳以上」までの12区分×性別2区分＝24区分

・地域別７区分で人口比例で割当
〇回収数の内訳（主な属性別）

【就業者】6,685人 【子育て世帯 】2,168人 ※子供が18歳未満 【学生】1,035人 【シニア※60歳以上】2,532人
〇回収数の内訳（地域別）

〇就業者・子育て世帯・学生の内訳
＜就業者の内訳＞

正規雇用 3940
非正規雇用 1805
会社などの役員 222
自営業（手伝いを含む） 586
内職・在宅ワーク 132
合計 6685

＜学生の内訳＞
高校生 316
大学生、大学院生 594
その他（専門学生等） 125
合計 1035

＜子育て世帯の内訳＞
１０～２０歳代 263
３０歳代 835
４０歳代 786
５０歳代 249
６０歳代以上 35
合計 2168

北海道・東北 東京 首都圏（東京以外） 中部 近畿 中国・四国 九州・沖縄 合計
1,152 1,104 2,400 1,776 1,632 912 1,152 10,128 
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